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効果的な活用を可能とする災害対応記録のあり方及びその作成手法

の提案 ―内閣府（防災担当）災害応急対策担当により作成されたアフター

アクションレポートの作成過程とその活用に関する検討を踏まえて― 
 

A proposal on appropriate contents of an after action report (AAR) which can ensure its 
efficient and effective utilization, and how to prepare the AAR :Based on the 

compilation process of the after action reports by the Cabinet Office's division in charge 
of disaster emergency measures, and on a speculation concerning the utilization of the 

reports 
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  The purpose of this study is to review the role of AAR, which can ensure its efficient and effective utilization, and 
to clarify ways to prepare an AAR so that lessons learned from countermeasures against disasters can be widely 
shared.This study also reports concerns found through the preparation process of the AARs on the 2007 Noto 
Peninsula Earthquake and Niigata Chuetsu Offshore Earthquake by the Cabinet Office's division in charge of disaster 
emergency measures, as well as matters that surfaced through the analysis on how these reports were utilized. In 
addition, it introduces ways on how to prepare a standard AAR and its appropriate contents so that the report can be 
utilized effectively. 
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１．はじめに 
 
 大きな被害や影響を伴う事故や災害に見舞われると，

国や自治体をはじめとして，対応を実施した各機関によ

り，その活動記録や対応上で得た知見をとりまとめた教

訓集などが作成されることが多い．これらの記録等を次

の事故や災害に活かすための改善を促す記録等という観

点から考えると，一般的に人為的な要因で発生する事案

の類については，その原因の究明と再発防止という点か

ら，調査委員会を設置するなどして専門家による原因究

明や対応の検証などを行い，更には発生前後の業務計画

や対応の問題などを明らかにしたものなどが，その代表

的なものとして存在している．それらは事故発生要因の

明確化により課題と改善の方向が定まることに，その意

義の一つがあるといえる． 
一方，自然の力が発生の要因となる地震災害や風水害

などの自然災害の類について考えると，そもそも対象と

なる災害の再発を未然に防止すること事態が困難である

ことがあげられる．そのため発生した事案の軽減や適切

な対処という点から，その対応の検証に焦点がおかれる

こととなるが，実態としての活動記録や教訓集の一つ一

つは，作成団体の意図するところやその整理の奥行きに

よって異なるものが多いこともあり，効果的な改善を促

すものとなっていないものが多い．無論自然災害の類に

おいて，その対応のあり方に係る検証を主目的として整

理されている報告書等は存在している．しかし，対応に

係わった被災自治体の体制面や運用面などあらかじめ計

画していた事項や，マニュアルで規定されていた業務の

一つ一つに対する実行性や実効性の検証を行い，対応の

具体的な内容や問題の詳細を明らかにした形で，改善に

向けた記録としての意図を持って整理されているものは

少なく，また，そうした教訓を十分に活用できるものと
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・手引き作成の方向についての協議・検討

第一回 検討会 手引きの位置づ
け整理（案）

・実状況を踏まえて、手引きの体系や構成の
在り方についての協議・検討

第二回 検討会

・手引きの活用を踏まえた構成や内容の具
体的の協議・検討

第三回 検討会

・レポート（案）に対する了承

第四回 検討会

対応実態の整理
と対応の検証

構成（案）の設計

と内容の整理

アフターアクショ
ンレポート（案）

作成

○検討会と主なテーマ ○準備作業等

アフターアクションレポートの完成

して整理されているとは言いがたいのが実態である (1)． 
こうした背景には，そもそも計画上の不備やマニュア

ルの未整備などにより十分な検証が出来ないという問題

も考えられるが，その一方で，これまで対応の実態を踏

まえて，その実行性や実効性をいかに検証し，いかに業

務改善に資するための記録として整理するか，またこう

した記録をいかに効果的に活用するかという考え方やそ

の作成手法がこれまで確立されてこなかったことにも一

因があると考えられる． 
こうした中で，内閣府（防災担当）災害応急対策担当

により，平成19年3月25日に発生した能登半島地震発生後

の応急対策期および平成19年7月16日に発生した新潟県中

越沖地震発生後の応急対策期に，同担当が中心となって

実施した活動内容やそこから得た教訓などが取りまとめ

た対応記録～アフターアクションレポート（以降，

「AAR」とする）～が作成された．このAARは，作成の前

提として，読み手の対象や恒常的な活用への考え方など

が予め定められた上で，有識者による議論や助言を通じ

て，教訓を十分に活用する形での有効的な取りまとめ方

法やその活用方法が整理され，更には，それぞれの地震

時の同担当における対応の検証を通じて，体制や運用面

の充実・強化のために，課題と改善方向が示されたもの

となっており，このAARの位置づけや作成手法は，効果的

に活用可能な対応記録を取りまとめるための考え方と作

成手法を考察する上で，大変参考になると考えられる． 
 

 

２．本研究の目的と報告事項等 
 
(1) 本研究の目的 

論じるまでもなく，災害対応に係る記録等の一つ一つ

は，災害対応を実施した自治体や対応に関った団体のみ

の経験に留まらず，我が国全体の災害対策に係る有益か

つ重要な知見の一つ一つであるといえる．しかし，これ

まで効果的な活用を可能とする対応記録を取りまとめる

ための考え方と作成手法を示したものは存在していない． 
こうした背景を踏まえて，本研究では，特に自然災害

を対象として，被災した自治体が災害対応の実活動を通

じ得た知見や教訓を有効的に活用するための対応記録の

あり方を検討し，その作成手法を明らかにすることを目

的とする． 
 
(2) 報告事項等 
本稿では，最終的に提案する事項の考察の基礎となっ

た，内閣府（防災担当）が作成したAARについて，筆者ら

がその作成に係わったことにより把握された事項や作成

過程で明らかとなった事項等を，考察を交えて報告する．

続いて，検討会でも紹介され，同じく本検討の参考例と

なった米国で作成されているAARの特徴について報告する． 

最終的には，これらを踏まえて効果的な活用を可能と

するための災害対応記録の作成手法を提案する． 
 
  
３. 内閣府（防災担当）災害応急対策担当の作成し

た災害対応記録（AAR）について 
 
内閣府（防災担当）災害応急対策担当が作成した AAR

について，その作成プロセスを中心に報告するとともに，

作成を通じて明らかとなった事項を整理する． 
 

(1) AARの作成に至った経緯 

平成15年5月に提出された「防災に関する人材の育成・

活用について」1)の報告を踏まえ，内閣府（防災担当）

災害応急対策担当では，これまで防災担当職員の人材育

成・活用のために必要な取り組みがはかられてきている．

一方，災害対応の教訓やノウハウの蓄積手法や実災害や

訓練の検証手法及び防災業務等への反映のあり方などに

ついての取り組みは，今後更に強化・充実を図る必要が

あるとの認識から，同担当の取り組みの一つとして，防

災担当職員が身に付けるべき災害対応のノウハウや実践

的・効果的で取り組みやすい訓練手法について検討する

ことを目的とした，有識者からなる「防災担当職員のた

めの手引き作成及び災害応急対策期における訓練手法開

発のための検討会（以降「検討会」とする）」2)が設け

られ，これまで4回にわたる検討が実施されてきた． 
この検討会の名称や公表されている議事録の一部から

も示されているように，「防災担当職員のための手引き

作成」が，そのテーマの一つとなっており，有識者の意

見や視点を踏まえて，能登半島地震や新潟県中越沖地震，

豪雨災害など，近年多くの災害に見舞われた際に実施し

た対応の経験知を蓄積し，体系的に整理するとともに，

災害時の対応のノウハウとして心得ておくべきこと，身

につけておくべきことを集約した手引き作成の一環とし

て，内閣府（防災担当）災害応急対策担当の AAR は，作

成されるに至った． 
 
（2）AAR 作成プロセス 

図１は検討会に向けた準備作業と検討会との関連を，

また，表１は各検討会での有識者の主な指摘の概要を示

したものである． 

AAR は，実質 3 回の検討会での有識者による協議を踏ま

えてその作成が進められた．以降にその準備作業と検討

会での主な協議事項を整理する． 

図 1 検討会と準備作業の関連概要図 
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a) 手引きの位置づけ整理 
① 第一回検討会に向けた主な準備の概要 

第一回目の検討会に向けた準備として，まず内閣府

（防災担当）災害応急対策担当が，平成19年に経験した

能登半島地震及び新潟県中越沖地震の対応経験を取りま

とめることで手引きの一案を作成することが検討された．

また，内閣府（防災担当）災害応急対策担当者を読み手

の対象とすること，災害対応の未経験者や新任の担当者

でもこの手引きを一通り読みこむことにより，能登半島

地震及び新潟県中越沖地震に類する規模の地震の際の災

害対応の流れや防災担当の業務を理解できるようになる

ものとして作成するなど，対象とする災害やその規模，

利用主体，活用の方向についてのイメージ案が整理され

た． 

このほか，能登半島地震及び新潟県中越沖地震時の同

担当による対応の流れの概略の資料が準備された． 

② 第一回検討会での主な協議事項 

手引き作成の意図，作成目的，作成対象とする災害や

その規模，利用主体，活用の方向について了承した上で，

幅広く手引きがどのようなことを踏まえて作成されるべ

きかについて，検討された． 

b) 対応実態の整理とその検証 

① 第二回検討会に向けた主な準備の概要 

第二回目の検討会に向けた準備として，能登半島地震

及び新潟県中越沖地震の対応活動上で実際活用あるいは

作成された資料や，同担当が各省庁や県，市町村等とや

り取りした記録やメモに至るまでのあらゆる資料（以降，

「第一次資料」とする）から，同担当の対応の流れと実

施した活動の整理が行われた．まず，それぞれの地震発

生からいつ，どこで，どのような活動を展開していった

のかを認識するために，政府の主な対応，内閣府（防災

担当）が霞が関で実施した活動，政府現地連絡対策室(2)

が実施した活動，被災自治体の主な活動という項目別に，

それぞれ発災から1週間までの間は時間別（一部は分刻み

に）に，発災1週間後から3週間後までは午前・午後別に，

発災3週間以降は日別に，その流れを詳細に整理している．

続いて実際に内閣府（防災担当）のあらゆる第一次資料

と時系列に取りまとめた対応事項とを関連付け，いつ，

どのようなことが実施されたかが，具体的に把握できる

よう整理を行った．更に，内閣府（防災担当）が霞が関

で実施した活動及び政府現地連絡対策室が実施した活動

に関して，反省会を通じて，その体制面の問題や既定の

業務内容ごとに実行性や実効性の検証が行われ，改善案

が整理されている．  

② 第二回検討会での主な協議事項 

内閣府（防災担当）が当該地震の際に実施した業務の

流れやその内容，関係資料，今後改善等が必要な事項等

の報告を踏まえて，手引きの体系や構成の在り方を中心

とした検討がなされた．また，米国において災害発生後

に作成されるAARの体系や構成，内容等が紹介された． 
c) AAR構成（案）と内容（案）等の整理 

① 第三回検討会に向けた主な準備 

第二回検討会での指摘を踏まえて，手引きの構成は，

大きくは本編と資料編として作成することが確認され，

その構成の考え方が整理されるとともに，その構成に即

した目次を作成し，内容の記述と整理が行われた．また，

政府現地連絡対策室が実施した活動については，「大規

模災害発生時における国の被災地応急支援のあり方検討

会 報告書」4)で指摘された国が対応すべき項目との関

連から，その実行性や実効性の検証を行い，改めてその

改善方向に対する整理が行われた．この他，国が被災自

治体に対して支援する内容の分析が行われ，当該地震を

通じて得られた対応活動のポイントとして整理された． 

なお，この段階で「内閣府（防災担当）災害応急対策

担当の対応記録～アフターアクションレポート～」とし

て名付けられ，その素案として作成された． 
② 第三回検討会での主な協議事項 

具体的な構成と内容（案）を整理したAARの素案をもと

に，改めて，「読み手」の使いやすさや読み易さ，活用

の方向などの点から，手引きの構成や内容に係る検討が

なされた． 

d) 最終調整と資料の体系的整理 

第三回検討会での指摘を踏まえて，素案の修正・改善

を行い，第一次資料や検討会の実施を通じて新たに作成

 

回 検討会での専門家による発言要旨（「手引き作成」に係る事項の抜粋） 

第一回 
検討会 

○ 「手引き」は，着任したばかりの防災担当者が一晩読んでわかるものであるべき． 
○ 「手引き」の作成に当たっては，一般化・体系化できることとできないこととを上手く組み合わせる必要がある． 
○ 「手引き」には過去の事例を入れておくべき． 
○ 能登半島地震と新潟県中越沖地震については，対応の生データが残っているので，分析作業・整理を行うべき． 
○ 「手引き」のあるべき姿としては，経験したことのない災害にも役立つかどうかということも大きなポイントであり，何のために経験した災害について分析をして

いくのかということとも関わってくる． 
○ 能登半島地震や新潟県中越沖地震等これまでの経験を検証して，災害の規模を見て対応の時系列の目安をつけられるとよい． 

第二回 
検討会 

○ クロノロジーには，ライフラインなど現地の復旧状況など災害対応のマイルストーンとなるような出来事も欠かさず入れておくべき． 
○ クロノロジーにマスコミの報道を入れてはどうか．マスコミの報道資料を上手く入れれば，より有機的なクロノロジーになる． 
○ 応用問題として，クロノロジーを電子化して，１回押せば対応の方法がわかり，もう 1 回押すと過去の経験・失敗例などがわかるようなシステムにできればよい．

○ 地震発生が昼か夜かによって対応が異なるのであれば，活動内容の標準化の際には考慮しなければならない．また，撹乱要素への対応も考慮に入れる必要があるの
ではないか． 

○ 手引きの体裁の参考例として，米国のアフターアクションレポート（AAR）は，（１）分析結果を中心に AAR の要点をまとめたサマリー，（２）被害の概要，（３）

防災体制の概略，（４）対応の検証，改善策の提案，（５）結び，（６）付録としての資料集，というのが典型的な構成である． 
○ AAR はできるだけコンパクトにまとめて，ナレーションとして書く．読める形にすることが重要で，一通り読んだら話が通るようにしておく．個別の詳細は付録に

して，必要な人が読めばいい，という構成にする． 
○ 一連の災害対応の最後に「ふりかえり」があるということが業務の一環として位置づけられるとよい．１回だけでも関係者が集まって，問題点と検討事項を残して

おくだけでも良い． 

第三回 
検討会 

○ 新たに着任する担当の人間に，能登半島地震及び中越沖地震時に，どういう事実があったか，どういう問題認識があったか，何がどう改善されたかについての関連
が記述されているレポートとなるのがよい． 

○ アフターアクションレポートの本文にクロノロジーが含まれている方がよい．時系列の流れで，いつどのようなことをしたということが示されていると，読む人間

が理解しやすい． 
○ 基本的な地図を，本文に加えた方がよい．震源の位置や被災の広がりなども含め，土地勘がわかるようなものを加えるべき．レポート上で記述として出てくる地名

がわかるようなものがよい． 
○ 取組の考え方，方針，狙い，支援活動は何のためにやるかなどについて，どこかで記述，整理してあるほうがよいのではないか． 
○ アフターアクションレポートの位置づけは，応急担当のレポートとして位置づけでよいのではないか．今後，応急対策担当以外の課題，改善方策を防災担当全体で

付加してもらうことも一案かもしれない． 
○ 資料編には，総理の文言，省庁連絡会議の議題や議事録，会議後のブリーフィング資料などもあっていい．他の地方自治体の活動なども資料として扱ってしまって

もいいのではないか． 
○ レポートは，問題のなかったところや上手くいったところは，現物を置いておけばよい．実際に行われた総理指示の資料や広報資料など，そのものを資料に残して

おければよい．そこにコメントがなければそれが，ひな型となる．改善のあるものについては，特出ししておけばよい． 
○ 総理の発言や省庁連絡会議の実施において，対応がしっかり出来たものは，今後のテンプレートとして使える． 
○ 着任早々の担当に，このレポートの読み方を覚えてもらうこと自体が，実は災害対応に慣れてもらうということに繋がると良い．災害対応のフレームワーク，ミッ

ション，業務の関係がつながっていると解り易い． 

表 1 検討会での有識者による発言の要旨 3)の抜粋 
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した資料を AAR の体系に関連付け，内閣府（防災担当）

災害応急対策担当の AAR として完成するに至った． 

 
(3) AAR の構成と主な目次項目 

図 2 は，AAR の構成の概念を，表 2 は AAR の主な目次

項目等を示したものである． 

全体は本編と資料編という形で構成され，資料編はさ

らに，本編の付録としての資料類とそれぞれの地震で実

際に作成された資料等を整理分類した対応資料類とに区

分し，整理されている． 

本篇は，地震の概要と政府の主な対応を含む形で内閣

府（防災担当）が霞が関で実施した活動，政府現地連絡

対策室が実施した活動， 被災自治体の主な活動の対応実

態が整理され，かつ，対応を通じて得られた教訓等を簡

潔に取りまとめたものとなっている．また，本編の付録

となる資料は，本編事項を補完する形で対応の詳細の流

れを整理したものや地震災害発生時に業務を遂行するに

あたってポイントとなる事項などが取りまとめられてお

り，対応資料類にあっては，内閣府（防災担当）災害応

急対策担当が，地震災害発生時に実施する主要な業務の

内容に即した実資料例となるよう，第一次資料を主な業

務内容に関連付け整理している． 
 
(4) AARの作成を通じて明らかとなった事項 

AAR の作成を通じて特にポイントとなった事項につい

て，その概略を整理する． 
a) 第一次資料の存在と整理 

内閣府（防災担当）災害応急対策担当では，霞が関の

本府で実施した活動及び政府現地連絡対策室で実施した

活動に係る第一次資料が概ね残され，かつその資料が業

務内容別に時系列にそってファイリングされストックさ

れていた．また，その資料の多くが主題や目的，送信時

間，関係する担当者等が記載されていた．更には，業務

日誌などが残されていたなどがあり，これらは，対応の

実態を分析整理する上で極めて重要であった．特に政府

連絡対策室における業務日誌は，同室を構成するメンバ

ーや同室の開閉の時間，当日の主な活動概略や特異事項

などのほか，いつ誰がどんな活動を実施したかなどにつ

いて，様式に沿ってそれぞれの行動等が記載されていた

ため，実際に活動に携わった人間でなくても，実施され

た活動が概ね理解できるものとなっている． 

実際の災害時の対応行動や対応の流れを仔細に振り返

り，予め定められた計画やマニュアル等と実際に行われ

た業務の内容や手順の実行性や実効性を検証するにあた

っては，対応行動の実態を正確に拾い上げる必要があり，

時系列に沿って，対応活動の把握を可能とした資料が残

されていることがポイントとなる． 

b) 作成の意図の明確化 

AARの作成にあたり，読み手が定まっていることや活用

方法のイメージが存在したことは，AARの構成や第一次資

料の体系的な整理を行う上で，特に重要なポイントとな

った． 

区分 主要目次部分 読み手に対し理解を求める事項 

本 編 

○地震及び被害の概要 
 地震の概要／被害の概要／災害の特徴 

→地震の影響や特性及び対応の流れ全般とその要点 
→内閣府（防災担当）が実施する主な業務とその活動の流れ、政府現

地連絡対策室の主な活動の把握とその要点（※当該災害規模に対す
る対応） 

→被災自治体の主な活動とその流れ 

○災害対応の流れ 
○内閣府（防災担当）の対応 

災害応急体制の整備／関係省庁連絡会議等の開催／政
府調査団等の派遣／政府現地連絡対策室の活動【概要】

○現地での動き 
  政府現地連絡対策室の活動【詳細】／被災自治体の活

動 
○課題と改善方策 

中央及び政府現地連絡対策室での活動に係る課題と改
善方策 

→今後、業務実施する上で留意すべき点 
→業務改善や教育・訓練の充実化をはかる必要のある事項 
→当該災害を踏まえて改善された事項 

○中小規模地震発生時における災害応急対策担当の主な
業務内容 

→当該地震規模における内閣府（防災担当）の実施する主な業務内容

付録資料 

○各地震における災害対応の流れ，クロノロジー概略版 →内閣府（防災担当）が実施する対応の詳細な流れの把握を通じた、
具体的な実施事項 

○取りまとめ報（内閣府） 
→内閣府（防災担当）が実施する主要業務事項に対する具体的な内容○政府調査団報告書 

○現地活動内容 
○災害発生時に設置される国の現地組織の活動について

（案） 
→当該地震規模における内閣府（防災担当）を中心とした現地組織の

取組等の考え方（案） 
○中規模地震災害発生時における市町村の災害応急対応

について（例） 
→当該地震規模における内閣府（防災担当）の実施する支援内容（例）

対応資料 

○各種関係資料 
○関係省庁連絡会議等に係る資料 
○政府調査団等の派遣に係る資料 
○要人の現地視察調査等に係る資料 
○被災自治体からの要望書に係る資料 
○取りまとめ報及び関係省庁からの提供資料 
○政府現地連絡対策室等に係る資料 
○被災自治体の公表資料等の抜粋 
○被災地に係る新聞の切り抜き 

 
→主要な業務に関連する具体的な実施例 
（※マニュアル等との関連付が可） 

 

＋

本編

アフターアクションレポートとして、
作成され取りまとめられた部分

付録資料 対応資料

実資料として関連
付けられた部分

＋

アフターアクションレポートの構成概念

図２ アフターアクションレポートの構成概念図 

表２ アフターアクションレポートの主な目次項目および読み手に理解を求める事項 
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実際，作成意図が定められていたことにより，新任の

防災担当職員でも業務の内容や手順が理解でき，業務上

のポイントがわかるものとして，また，いかに活用でき

るものとして整理すべきか，いかに第一資料を適切に整

理して蓄積すべきか，ということに焦点があてられ検討

会での協議は進められた．また同様に，実際のレポート

の構成や内容面には，読み手の理解を促すことができる

よう整理された．  

c) AAR構成区分と活用との整合 

表2に示しているように，AARの構成や目次は，読み手

に対する理解を求める事項との関係から整理されている． 

本編においては，どのような地震に対して，どのよう

な業務や活動が実施されたのか，その対応の流れの概要

はどうなっているのか，そこで得られた教訓や課題は何

か，といったことへの理解に役立つよう地震発生時に内

閣府（防災担当）が実施する業務とその流れの概略が整

理されている．本編の付録としての資料編では，その具

体的な対応の流れの詳細を示すものや地震災害発生時に

業務を遂行するにあたってポイントが示され，具体的な

活動の内容やそのタイミング，ポイントが何かが把握で

きるように構成されている． 

特徴的なのは，対応資料類であり，これらは内閣府

（防災担当）で準備されているマニュアルを補完するも

のとして，例えば各種様式の使用例という位置づけで，

整理されている点である． 

このように，第一資料の将来的な活用も含めて，使用

者の活用方向も踏まえた構成が意図されつつ作成された

ことは，効果的な活用を可能とする対応記録を作成する

上での重要なポイントといえる． 

d) 支援に係る目安の明確化 

同担当の対応の流れについてその詳細を整理しつつ，

被災自治体の流れが同時に整理され，その関係が分析さ

れたことにより，内閣府（防災担当）が，被災自治体等

に対する支援を実施する際のタイミングやポイントの目

安が明らかとなった．目安が示されることは，将来的な

動向を見通して先行的に業務を行い，効果的な支援をす

る上で，極めて重要であると言える． 

e) 業務分析を通じた教訓の洗い出し 

教訓の洗い出しにおいては，主に三つの方法が選択さ

れている．一つ目は，対応に従事した応急対策担当全職

員を対象とした反省会を実施することによる課題の整理

であり，二つ目は，マニュアルを中心とした既存の計画

の実行性の検証，三つ目は，災害対応に従事した担当者

へのエスノグラフィー調査を実施し，その発言記録から

教訓を導き出すことであった． 

課題と改善方策については，概ね，現況の取組みに関

し修正・改善が必要な事項や新たな対応策の検討が必要

な事項，訓練による経験の積み重ねが必要な事項などに

ついて，それぞれ霞が関での活動と政府現地連絡対策室

との活動を整理したものとなっている． 

 
(5) 活用の方向に関する考察 

AARは，当初の作成意図を踏まえて作成されたが，作成

の過程で実施した作業，有識者の助言等を通じて，活用

方法も多く見出されることとなった．以下に，その活用

の方向を考察する． 

a) 教育・訓練に係る教材 

内閣府（防災担当）の職員が，災害時に各人が行う業

務の内容・手順を理解し，業務を明確にイメージできる

ことが意図され作成されたこのレポートの活用の主たる

方向は，職員の教育用教材としての資料を中心に，それ

に沿う形が整えられている．なお同担当では平成20年4月

の人事異動に合わせて，同担当に新たに着任した職員を

対象に，この教材を利用した内部研修を行っている(3)． 

b) 内閣府（防災担当）災害応急対策担当の活動記録集 

内閣府（防災担当）災害応急対策担当にとっては，実

際の活動とその教訓を体系的に取りまとめた記録として

位置づけられる．今後，災害が起きた際の対応の参考資

料となるほか，災害対応記録作成時の標準的な「型」と

してもその活用が期待できる． 

c) 体制強化・充実の参考資料（改善のための記録） 

実災害を通じて得た教訓が記録されているため，今後

の体制強化や充実のための根拠，参考となる資料として

活用が期待できる．なお，実際にこのとりまとめを踏ま

えて，マニュアル等の修正改善や人材育成等が行われて

いる． 

d) 自治体等の他の機関に対する参考資料 

他機関にとって，災害時に内閣府（防災担当）が実施

する活動やその流れを把握できる資料となるほか，被災

自治体の主な活動やその流れが掲載されていることから，

今後，初めて災害にあう被災自治体などの対応上の参考

資料となることが期待できる． 

e) マニュアルの補完資料 

レポートの資料編，対応資料類については，主要な業

務内容に即した実資料例として参考となるよう整理され

ているため，実際の災害時にマニュアルを活用して，対

応を行う際の参考，補完機能を有している． 
 

 

４．米国で作成される AAR の特徴 

 
米国では，大きな被害や影響を伴う事故や災害に見舞

われると，対応を検証し，今後の改善の方向を明らかに

することを主たる狙いとして，専門調査機関による評価

の実施を通じた，その対応記録が残される．これらは，

その総称として，一般的にアフター・アクション・レポ

ート(After Action Report)と呼ばれている． 

検討会にて米国で作成されているアフターアクション

レポートの特徴が紹介されたこと，またその構成面や検

証の考え方が，後に提案する事項の参考となると考えら

れるため，ここではハリケーン・カトリーナの事案を対

象に作成された代表的な４つのレポートを概観した結果

として，把握されたレポートの構成や検証の考え方の概

略を示す． 

 

(1) 構成に関する特徴の考察 

2005年8月末にアメリカ合衆国南東部を襲った大型のハ

リケーン・カトリーナ(Hurricane Katrina)に関するAAR

の代表的な例としては，図3に示す通り，上院(Senate)，

下院（House of Representatives），ホワイトハウス

(White House) ， FEMA(Federal Emergency Management 

Agency’s)の各機関から出されているものがあげられる． 

この各レポートを比較しながらその特徴を概観すると，

その目次構成はそれぞれ異なるものとなっているが，共

通してみられるのは，エグゼクティブサマリーと本文と

資料という形で整理されているところにある．また，本

文の内容の書き方そのものも，いずれもその組織の立場

や役割によって異なっているものの，掲載されている事

項として共通するのは，被害の概要，体制の概略，対応

とその検証が存在しており，いずれもそれを踏まえた教

訓や提言事項が示されているところに特徴がある．ホワ
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イトハウス (White House)， FEMA(Federal Emergency 

Management Agency’s)のAARに限って言えば，改善策，

見直すべき事項が明確に整理されたものとなっている． 

 

(2) 対応の検証に関する特徴の考察 

それぞれのAARの分析の特徴を見てみると，上院では危

機管理体制全般の問題について，下院のレポートではリ

ーダーシップの問題を中心として評価がなされ，それぞ

れその問題についての指摘がなされている．また，ホワ

イトハウスとFEMAのレポートについては，それぞれの組

織の立場，役割に関係する事項を中心として評価が実施

されており，ホワイトハウスにおいては，現行の連邦政

府としての防災体制や役割に即した事項に関連して得ら

れた教訓や改善の方向について，FEMAについては，FEMA

に与えられた機能と業務に対して編成面や装備面などの

危機管理体制の不足の有無や実務・運用面の実行性とい

う観点が，その検証の中心に置かれている． 

それぞれのレポートの検証手法についての詳細は示さ

れていないが，ハリケーン・カトリーナの各レポートか

ら検証の焦点を整理して，その一例を示すと主に以下の

とおりとなる． 

a) 人的な危機管理能力 

危機に対する指揮者の能力や危機に対する対応人員の

能力の有無 

b) 災害対応に関する編成や装備の能力 

危機対応体制や対応計画，対応のための資機材，対応

従事者などの不足や未整備の有無 

c) 災害対応のドクトリンで定めた事項の実行性等 

事案処理機能や情報作戦，資源管理，庶務財務（総

務）などの統括・調整機能など，ICSの機能の実行

性・実効性 

これを踏まえて，概ね見直すべき事項が示されているこ

とが見て取れる． 

 

 
５．効果的な活用を可能とする AAR 作成手法の提案 

 
内閣府（防災担当）災害応急対策担当が作成した AAR

の作成プロセスやその活用方向の考察等を通じて明らか

となった事項を踏まえ，米国で作成されている AAR の構

成面や検証の特徴を参考にしつつ，効果的な活用を可能

とするための災害対応記録の作成手法を以下にまとめと

して，提案する． 

なお，提案にあたっては,災害を経験した自治体によ

りこれまで作成された数々の対応記録事例が，業務改善

に資する記録として整理されてきていない現状や，業務

の実行性や実効性をいかに検証し，いかに業務改善

に資するための記録として整理するかという考え方

やその作成手法が定着していないことを踏まえつつ，

災害対応の中心組織となる自治体の対応上の課題の

詳細や改善方策が明らかにされることこそが，次な

る災害に向き合う自治体の対応に活かされ，引いて

は我が国全体の災害対策に係る有益かつ重要な知見

となり得るとの観点から，自治体による AAR の作成

を念頭に置き，その作成手順を作成上の留意点や課

題の検証と改善方策の検討のプロセス等も交えて整

理するとともに，活用の方向についてもまとめるも

のとする． 

 

(1) 災害対応記録 (AAR)作成上のポイント 

内閣府（防災担当）災害応急対策担当では，AAR

の作成を通じて組織における災害対応の流れや活動内容

の実態を整理するとともに，活動上の問題を洗い出し，

体制面や運用面の改善やマニュアルの修正につなげてい

る．また，実際使用した資料を内閣府の実施する業務と

関連付けたり，業務のポイントとなる事項を明らかにす

るなどして，次の災害に向けた運用面の充実・強化を図

っている．更には，新任の担当者に対する教育用の教材

として，AAR を活用することによって，人材育成や能力

の向上につなげるなど，効果的な活用を行っている．こ

のようなことを踏まえて考えると，効果的な活用を可能

とするための災害対応記録の作成のポイントは，主に次

のような事項としてあげられる． 
・ 災害の全体像が理解できるよう取りまとめられている

こと 
・ 災害対応の実記録として，災害対応の流れや組織がい

つ，どこで，何をしたかがまとめられていること 
・ 対応の実態に関する適切な検証を通じて，課題や改善

策が取りまとめられていること 
・ 活動のポイント（関係機関との関連も含めて）などが，

次の災害の行動に資する目安として示されていること 
・ 組織に新たに着任する職員や災害対応の未経験者など

が災害そのものとそこで行われる対応のイメージを理

解できるものとなるよう体系的に整理されていること 
・ 次の災害の備えとして各種資料が体系的に整理されて

いること 
上記の諸点は，災害に限らず，効果的な業務の実施が

求められる多くの分野の業務改善のための記録の作成ポ

イントと考えられる． 
なお，災害はその様相や影響によって対応の優先度や

業務内容に変化や加減があることが，その特徴としてあ

げられる．よって災害対応記録の作成においては，対象

となる災害の特性を明確化し，対応や課題が対象災害の

様相との関係から抽出されたものであることを位置付け

ることが重要となる．また，改善策や活動のポイントの

提示においては，実際災害対応を行った事項の考察結果

と，多様な様相を呈する災害への適応の可能性を視野に

入れた考察との両面を踏まえた整理が望まれる．  
 
(2) 整理・作成の手順及び作成上の留意事項 

上記の作成上のポイントを踏まえ，効果的な活用を可

能とする AAR の作成手順の一例を，図 4に提案する． 

作成上の前提条件として望まれるのは，災害対応上で

実際使用したあるいは作成された第一次資料（業務日誌

などを含む）が残されている事で，これらがいつ，どの

ような場面で使われたものか，どのような目的や内容で
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危機管理体制
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リーダーシッ
プの欠如

防災プログラ
ムの評価
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危機管理体制
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グラムの評価

提言数

分析の特徴

上院 ホワイト
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図３ Hurricane Katrina に関する AAR の代表的な例 5) 6) 7) 8) 
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使用されたかが記録された資料であるとなお良い．また，

実際の災害対応を実施した職員がこの作成に従事できる

ことが望まれる． 

a) AAR 作成イメージの検討 

作成当初の段階から AAR 作成意図が整理されているこ

とは，整理の方向を定め，後の活用の具体化を図る上で

重要となることから，まず活用方策の検討と活用対象者

の設定を行う．なお活用の対象が，作成主体であるその

組織や担当者であることはもちろんのこと，将来その組

織に着任するものや災害対応上関連する機関などが主た

る対象として考えられる．  

b) AAR を構成する基本素材の準備 

AAR を構成する基本素材の概念を図 5 に，新たに準備

する資料作成のための手順として，対応行動の整理とそ

の検証を踏まえた課題と改善方策案出のための検討の流

れの一例を図 6に示す．  

(a) 必要となる基本素材について 

AAR を構成することとなる素材資料としては，第一次

資料そのものとそれを含む既存資料などを踏まえて新た

に作成を要するものとがある．図 5 に示すとおり，新た

な作成を要する資料については，災害とその影響から災

害の全体像が理解できるための資料類と災害対応の実態

がわかる資料類，災害対応の検証を通じ，課題と改善方

策も含んだ形での災害対応を通じて得た教訓に係る資料

類の大きく 3 種類となる．このうち災害対応の実態がわ

かる資料類については，自組織の行動や業務に限らず，

例えば地方行政機関や公共機関などといった，自組織に

関係する機関の行動についても整理されることが望まれ

る． 

(b) 災害対応の実態に係る資料の作成について 

 図 6 に示すように，実際の対応の整理においては，第

一次資料と実際の災害対応を実施した職員の記憶に基づ

き，その組織が時間経過にそって，いつどこでどのよう

な活動を行ったかを時系列表などにまず整理する．続い

て，災害対応の機能，あるいは業務単位ごとに対応の流

れの詳細を同じく時系列で整理し，業務の流れを確認で

図４ 効果的な活用を可能とする AAR の作成手順の一例 

図５ AAR を構成する基本素材の概念図 

 
組織活動における対応の流れの整理 

個々で実施された業務の流れの整理 

課題と改善方策の整理 

実施した活動内容の詳細整理 

 

実施した対応活動の検証 

独自の検証 他者による検証 

改善策の案出 

・反省会の実施 

・計画やマニュアルとの整合 

・専門家意見 

・関係機関からの意見 

対
応
行
動
の
整
理
段
階 

課
題
の
検
証
・
改
善
方
策
の
検
討
段
階 

図６ 課題と改善方策案出のための検討の流れの一例 

 

災害とその影響の実態 

＋

区分 対応記録（AAR）を構成する基本素材となる資料の種類 

既存資料を踏まえて新

たに作成する素材類
災害対応の実態 

災害対応を通じて得た教訓 

自組織の行動・実施業務 

関係機関等の行動 

体制等に係る教訓 

業務内容に係る教訓 

人的能力に係る教訓 

既存（第一次資料） 使用・作成された各種資料 

 

 a)  作成イメージ（作成目的）の整理 

b)  構成する素材の準備 

活用方向の概略検討 活用対象者の設定 

作成目的、対応記録（AAR）位置づけの整理 

【収集対象となる主な資料】 

 災害とその影響の実態及び関係機関等の行動

関係資料の収集 

AAR を構成する基本素材の作成及び整理 

ｃ)  基本骨格（構成）等の設計 

本編・資料編の構成区分の検討 活用方向の具体的検討 

対応記録（AAR）の体系、構成の決定 

目次の設計（本篇/資料編） 記述・整理フォームの設計 

ｄ)  構成に即した内容の整理 

目次項目に即した内容等の整理 図表・関連資料等の関連づけ 

業務改善型「対応記録（AAR）」完成 

実施した対応の明確化及び検証 

既存資料（第一資料）の分析等 
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きるようにするものとする．更に，時系列に並べられた

一つ一つに関して，どのような活動や業務の内容であっ

たかの詳細を整理する，あるいは，実際それぞれの場面

で使用した資料等を関連付けることにより，実施された

活動とその流れの全体像を明らかにする． 

(c) 災害対応を通じて得た教訓の作成手法 

実施された活動とその流れの全体像を踏まえて，対応

活動の検証を行う．この際，独自で実施する検証と他者

による検証を行うことで，抜け落ちもれのない検証が可

能となると考えられるため，ここではその検証の考え方

を提案する． 

独自の検証は，実際の災害対応を実施した組織の職員

による反省会の実施を通じて行うものと，予め定められ

ている計画やマニュアルとの整合との観点からの検証が

ある．また他者による検証においては，有識者や第三者

による指摘，検証対象とする組織と災害対応上関係する

機関の担当者による意見の聴取という方法が存在する． 

課題の検証及び改善方策の検討は，内閣府（防災担

当）災害応急対策担当が作成した AAR の作成プロセスの

考察等を通じて明らかとなった事項や米国で作成されて

いる AAR の検証の特徴を参考にすると，図７のような検

証プロセスを一例として示すことができる． 

課題の検証では，本来実施すべき活動や実行が求めら

れていた業務のうち実行が出来なかった事項と，実行さ

れたものの効果的な活動となり得なかった事項とを抽出

し，その理由として，それらが編成や装備，計画などを

含む体制面に起因する問題に類するものなのか，または

対応者あるいは対応する組織の能力面に起因する問題に

類するものなのかという視点で，その見極めを行い整理

することが重要となる．また，これに続く改善方策の検

討においては，体制等の側面に起因する問題について，

災害対応の実行・実効面の向上にむけ，現況の取り組み

や計画事項に関し再検討・修正・改善が必要な事項なの

か，現況の取り組み等への不備や未計画事項などにより

新たな計画や対応策の検討が必要になるのかという視点

で，また能力面に起因する問題については，災害対応に

係る知識や技能の習熟など教育・訓練による経験の積み

重ね等が必要な事項として，個人の知識や技能の向上を

必要とするものなのか，組織間連携などを含めた組織の

能力の向上を求められるものなのかという視点で改善の

方向を位置づけ整理し，それぞれの改善方策の方向を明

らかにすることが重要となり，これらを一つ一つの改善

方策に繋げることが望まれる． 

なお，改善方策は，より大きな規模の災害の発生や異

なる状況による多様な様相をも視野に入れ，十分な検証

に基づき，その充実をはかる必要がある． 
c) AAR 基本骨格（構成）等の設計 

 AAR を構成する基本素材として準備された資料や既存

の第一資料の有効的な活用を検討しつつ，この活用に見

合った形で本編と資料編で取り扱う基本素材を定め，そ

の構成を明らかにし，目次を設定する． 

先例にならった形での構成区分の一例として，以下が

提案出来る． 

・ 本編は，災害とその影響や組織の災害対応の流れと活

動内容及び災害対応を通じて得た教訓の記載を中心

とし，いずれも概略がわかるものとする． 

・ 資料編は，本篇で掲載した事項の詳細や補完資料を関

連付けて整理したものとする． 

・ 実例集は，第一次資料を今後の参考実例として残し，

本編や資料編，マニュアル等と関連させて整理する．  

目次の設計（本篇/資料編）については，構成の考え方

を踏まえ作成するものとし，また記述様式は，AAR 活用

対象者の使い勝手や見やすさ，各編で取り扱われている

事項や資料の関連づけを考慮し作成する．  

d) 構成に即した内容の整理 

 最後に，定められた構成と目次項目に即して基本素材

を活用しつつ，内容の整理を行う．また，AAR 活用対象

者の理解のしやすさを念頭に置き，図表や資料等の関連

づけを行う．  

 

(3) AAR 活用の方向(まとめ) 

先例の考察を踏まえつつ，図4にみられる手順で作成し，

実災害時に使用した資料類と関連付けられたAARの活用の

方向としては，特に次のような活用の可能性があるもの

 

検証の視点（課題区分） 

○実行されなかった事項 

○効果的でなかった事項 

課題の列挙 

能力面の不足に起因 

改善方向の視点 改善の方策 

個人の能力の向上 

組織の能力の向上 

現計画等の修正等

新たな計画化等 

課題改善の方向の検討 課題の検証 

体制面等の不足に起因

教育・研修，機能訓練の

充実など 

計画及びマニュアル等

の修正・改善（編成・装
備の強化・充実を含む）

新たな計画，マニュアル

の作成 

協働・連携要領の確立，
連携訓練，総合訓練の充
実など 

図７ 課題の検証及び改善方策の検討のプロセス（一例） 
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として提案できる． 

a) 教育・訓練に係る教材としての活用 

 新任の職員が災害対応の流れや実施する活動の内容を

理解するための教材として活用できるほか，得られた課

題の改善のための訓練の素材としての活用が期待できる． 

b) 組織の体制や業務内容の改善の根拠としての活用 

 対応の検証，課題と改善方向の案出により，体制や装

備の見直し，計画やマニュアルの修正・改善などへの活

用が期待できる． 

c) 新たな災害時の対応の目安を指し示すための参考とし

ての活用 

 新たに発生する同種の災害時の際の先例として，対応

すべき事項や内容に関する目安となるものとしての活用

が期待できる． 

d) 実災害時にマニュアルを補完するものとしての活用 

 実災害時に使用した資料類とマニュアル等が関連付け

て整理されていることにより，マニュアルの使用事例と

して，新たに発生する同種の災害時の際の参考資料とな

ることが期待される． 

 

 

６．おわりに 

 
本報告では，内閣府（防災担当）災害応急対策担当が

作成した AAR の作成プロセスやその構成を参考として示

し，作成上ポイントとなった事項やその活用の方向の考

察を加えるとともに，米国の AAR の構成面や検証の特徴

などを整理し，最終的にはこれらの参考事例を踏まえて

効果的な活用を可能とするための災害対応記録の作成手

法を提案した． 

提案の中では，災害を経験し対応を実施した自治体に

よる AAR の作成を念頭に置き，教育・訓練に係る教材や

組織の体制や業務内容の改善に資するものとして，ある

いは，新たな災害時の対応の目安を指し示すための参考

や実災害時にマニュアルを補完するものとして，多様で

効果的に活用されることを意図した AAR となるよう，そ

の作成上のポイントやその作成手法，活用の方向を示し

た．  

提案の中では，特にいかに課題を検証し，改善方策を

導き出すかという点に注目し，業務の実行性・実効性が

十分でない課題に対して，まず編成や装備，計画などを

含む体制面に起因する問題か，あるいは対応者や対応す

る組織の能力面に起因する問題か，いずれに該当するの

かを明らかにすることの必要を提案している．また，続

いて，体制面等に起因する問題に対しては，計画の修正

や改善を行う事で問題解決できる事項なのか，新たな計

画化が必要となる事項なのかに区分すること，能力面に

起因することに問題に対しては，個人の能力向上に必要

となる事項なのか，組織の能力向上に必要となる事項な

のかに区分し，改善の方向を位置付けることにより，具

体的な改善の方策につなげることが検討上重要であるこ

とを示した．この課題の検証及び改善方策の検討のプロ

セスは，災害対応を通じて得たその貴重な経験を，具体

的な改善につなげ，教訓を効果的に活かすための一つの

考え方として位置づけることが可能であると考えられる． 

なお，今般の提案に基づき作成された記録は，対応記

録が示されているということ，課題と改善方向が明確に

なっているという点からして，災害対応を行った団体の

みならず，次の災害対応を実施する自治体にとって十分

有効的に活用できるものと思われる．  

今後の課題としては，第一次資料のより具体的な分析

手法と活用方策の十分な検討の必要があげられる．本提

案においては，組織の対応行動や具体的に実施した内容

の実態を明らかにする上でこの第一次資料の重要性を示

し，マニュアルと関連付けることでの活用方策をその一

例を示したが，例えば，これらの資料は，現在多くの自

治体で実施されている図上訓練のシナリオや付与情報な

どに反映させてより現実的に訓練を実施するための素材

として活用するなどにも有効であろうことは容易に想像

される．また，第一次資料が教訓としての残される現物

として，どのような形で，どのように残されることが重

要か，また実際どのように残すことが可能かについては，

より十分な研究が行われる必要があると考えられる． 

今後は，こうしたことについても検討を進めていきた

いと考える．  
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補 注 
 

(1)自治体の災害対応記録の作成事例について 

 自治体の災害対応記録として，地震では，平成 7 年 1 月に発

生した阪神・淡路大震災後に神戸市が作成した「阪神・淡路大

震災－神戸市の記録 1995 年－(1996)」をはじめ，同市による

「阪神・淡路大震災 神戸復興誌（2000）」や，兵庫県・震災

対策国際総合検証会議が中心となった「阪神・淡路大震災 震

災対策国際総合検証事業 検証報告(2000)」などが，また火山

災害では，平成 12 年 3 月の有珠山噴火後に北海道により作成さ

れた「2000 年有珠山噴火災害・復興記録（2003）」や虻田町に

よる「2000 年有珠山噴火・その記録と教訓(2002)」が，風水害

では，平成 16 年 7.13 新潟・福島豪雨後に新潟県が作成した

「7.13 新潟豪雨による被害と対応状況」や，三条市による

「7.13 新潟豪雨災害の記録」などが，それぞれの代表的な記録

集の例としてあげられる．これらは，その多くが災害の全体像

や災害の経過，対応の流れや対応の全般などの記述がなされ，

中には，対応上の課題や教訓事項が示されているものもある．

しかし，これらのいずれも自治体の取り組んだ対応や活動の一

部の記録にとどまっており，対応した事項や業務に関してその

実行性や実効性の検証に言及したものとはなっておらず，対応

上の問題の詳細を明らかにした形で具体的な改善に向けた記録

という位置づけのものとはなっていない． 
災害教訓の代表的な記録集としては，内閣府の作成している

「教訓情報資料集(http://www.bousai.go.jp/1info/kyoukun/)」の存

在もあげられるが，これらも上記と同様であるといえ，教訓事

項のまとまりはあるものの，改善方策を体系的に提示したもの

ではない． 
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 (2) 政府現地連絡対策室について 

 災害対策基本法に基づき非常災害対策本部等が設置された場

合に現地に置くことができる「非常災害現地対策本部等」とは

異なり，これを設置する程度の災害に至らないまでも，国とし

て現地に組織を構える必要がある場合に設置される組織の一つ

として位置づけられている．平成 19 年 3 月 25 日に発生した能

登半島地震時においては輪島市庁舎内に，また，平成 19 年 7 月

16 日に発生した新潟県中越沖地震時においては，柏崎市庁舎内

に，いずれにおいても地震発生当日に設置されている． 
 
(3) 内閣府が内部で実施している研修について 

 内閣府（防災担当）災害応急対策担当では，平成 20 年 4 月よ

り災害応急担当新任職員を対象とし，「セミナー／知識教育」，

「ドリル／手順の習熟」，「エクササイズ／機能別技量習得」

などの段階に分けた災害対応能力向上スタートダッシュプログ

ラムに基づき，研修・訓練が実施されている． 

今般作成された AAR は「セミナー／知識教育」の中心的な教

材として活用されている．  
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